　　　高崎市中小企業アドバイザー導入事業補助金交付要綱

　（趣旨）

第１条　この要綱は、市内中小企業の経営の安定及び向上を図るため、経営の合理化、事業の近代化、生産性及び品質管理技術の向上等を目的とする診断及び指導を行うアドバイザーを導入しようとする中小企業者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、当該補助金の交付に関しては、高崎市補助金等交付規則（昭和３９年高崎市規則第４６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
　（定義）

第２条　この要綱において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第

１５４号）第２条第１項各号に掲げるものをいう。

　（補助対象）

第3条 補助金の交付の対象者は、市内に主たる事業所（単に事務所又は登記上の本社を

置く場合を除く。）を有する次の各号のいずれかに該当し、市税を完納している中小企
業者とする。
（１）日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）に掲げる大分類Ｅ－製造業に該当す
る事業を営む者
（２）前号に掲げるもののほか、市長が認める事業を営む者

　（補助金の額）
第４条　この要綱の規定による補助金（以下「補助金」という。）の額は、講師謝金の２分の１以内の額とし、限度額は３０万円とする。この場合において、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。
　
（補助金の交付制限）
第５条　補助金の交付は、一の者に対して同一年度内において１回限りとし、連続して５年以内とする。ただし、平成３０年度において５年を超えて補助金交付を受けている者は１０年以内とする。
（補助金の交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ市長が指定する日までにアドバイザー導入事業計画書（以下「事業計画書」という。）を市長に提出しなければならない。

２　前項の事業計画書を提出した者で、補助金の交付を受けようとする者は、規則第５条に規定する補助金等交付申請書（規則様式第１号）に予算書、補助金等を必要とする理由書その他必要な書類を添え、市長に提出しなければならない。
（補助金の交付決定）

第７条　市長は、前条第２項の規定による補助金等交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の交付を適当と認めるときは、これを決定し、補助金等交付決定通知書（規則様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。
　（補助金の交付）

第８条　前条の規定により決定された補助金の交付を受けようとする者は、請求書に事業
報告書、決算書又は収支精算書、会計監査報告書又は会計監査をした旨の書類その他必要な書類（以下「事業報告書等」という。）を添え、事業終了後１月以内に市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定により請求書及び事業報告書等を受けたときは、これを審査し、補助金を交付するものとする。

　（その他）

第9条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項については、市長が
別に定める。
　　　附　則（平成２０年１月２４日決裁）
　この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２２年３月３１日決裁）
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則（平成２３年３月９日決裁）
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附　則（平成２４年３月２６日決裁）
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附　則（平成３１年２月１４日決裁）
この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
